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平成２２年度宮代町公共下水道事業特別会計予算 

 

 

 

平成２２年度宮代町の公共下水道事業特別会計の予算は、次に定めるところによる。 

（歳入歳出予算） 

第１条 歳入歳出予算の総額は、歳入歳出それぞれ１，２０２，７２２千円と定める。 

２ 歳入歳出予算の款項の区分及び当該区分ごとの金額は、「第１表 歳入歳出予算」に

よる。 

（債務負担行為） 

第２条 地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２１４条の規定により債務を負担する

行為をすることができる事項、期間及び限度額は、「第２表 債務負担行為」による。 

（地方債） 

第３条 地方自治法第２３０条第１項の規定により起こすことができる地方債の起債の

目的、限度額、起債の方法、利率及び償還の方法は、「第３表 地方債」による。 

（一時借入金） 

第４条 地方自治法第２３５条の３第２項の規定による一時借入金の借入れの最高額は、

３００，０００千円と定める。 

 

  平成２２年 ２月２５日提出 

 

                      宮代町長  庄司 博光 
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－

水 道 費 108,253

2

1下 水 道 管

9

理 費 108,253

2

3公 債 費 61

－
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金 1

1繰 出 金 1

5予 備 費 5,000

1予 備 費 5,000

1

歳　　　出

分

　　　合　　　計 1,

担

202,722

公共下

金

水道事業特別会計

及 び

　

負 担 金 2,603

歳
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（単位：千円）

事　　　　　　　項 期　　　　　　間 限　　　　度　　　　額

宮代町水洗便所等改造資金 平 成 ２ ２ 年 度 か ら 「宮代町水洗便所等改造資金融
融資あっせん制度に伴う 資あっせん要綱」に基づき利子
利 子 補 給 及 び 損 失 補 償 平 成 ２ ６ 年 度 ま で 補給をすることとなる金額及び

（平成２２年度融資分） 損失の補償

第　 ２ 　表 　　　債　 務 　負　 担　 行　 為
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（単位：千円）

限   度   額 起債の方法 利 率 償還の方法

政府資金につい
ては、その融資
条件により、銀
行その他の場合

普通貸借又 にはその債権者
232,000 年5.0％以内 と協定するもの

証 券 発 行 による。ただし、
町財政の都合に
より据置期間及
び償還期限を短
縮し、又は繰上
償還もしくは低
利に借換えする
ことができる。

22,900 同      上 同     上 同      上

254,900計

第　 ３　 表 　　　地　　　　 　方 　　　　　債

起　債　の　目　的

公 共 下 水 道 事 業

流 域 下 水 道 事 業

－295－



平　成　22　年　度

宮代町公共下水道事業特別会計予算に関する説明書 
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：
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千

ｈａの区域外流入に伴

円

う施設使

）

用負担金

節
目

計 2,603 27

本

,785 △25,18

 

2

(第2款)使用料及

年

び手数料 (第1項)使

 

用料

（産業建設課

度

）

前

1下水道使用料 21

 

9,378 216,5

年

53 2,825 1下水

 

道使用料 217,27

度

6 現年度分

比

　下水道施

　

設の維持管理費に係る

 

費用などの一部に充て

較 説

るため徴収する使用料

　

�

　

�

　

・年間使用水量　

　

２，１６７，０００立

　

方メートル

（産業

　

建設課）

　

2滞納繰越分

　

2,100 滞納繰越分

明 歳

　前年度までに調定さ

　

れた下水道使用料の滞

　

納繰越分

（産業建

　

設課）

入

3下水道施設使

　

用料 2 下水道施設使用
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,660 4,000 9

道

4,944 292

(第

事

1款)公共下水道費 (

業

第2項)下水道新設改

特

良費

別

1管

会

きょ等新設改良 371

計

,322 150,11

－
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－
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下
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9 4,000 39,9

の

85 11需用費 5,7

 

40  1 公共下水

財

道施設管理事業 43,

 

985

源

12

 

役務費 765

内 

13委託料 16,4

訳

74

節
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前
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年
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定
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6 19負担金、補 10

明

8,253  1 流

事

域下水道施設管理事業

　

108,253

　業

助及び交付

　　

金

概

( 1)流域下

　

水道施設管理事業 （産

　

業建設課） 　埼玉県中

要

川流域下水道の施設整

一

備及び

維持管理に対

 

する負担金

般 

108,253 85,

財

547 22,706 2

 

2,900 85,33

源

7 16 19負担金、補

区

108,253中川流

　

域下水道建設負担金 2

分

2,959

使用料及び

金　

助及び交付

額

中川流域下水道維持管

国

理負担金 85,294

県

【本年度の特徴】手数

支

料

出

金

・流域

金

下水道計画に合わせた

地

流域下水道85,33

 

7

方

の建設及

 

び維持管理

債 そ 

計 1

の

08,253 85,5

 

47 22,706 22

他

,900 85,337 16

(第3款)公債費

公

(第1項)公債費

共下

1元金 412

水

,274 883,08

道

1 △470,807 4

事

12,274 23償還

業

金、利 412,274

特

  1 元金償還事業

別

412,274

会計

子及び割引

－3

料

0

( 1)元金償

8

還事業 （産業建設課）

－

　下水道事業債の元金

－

償還

3

41

0

2,274 883,0

9

81 △470,807

－

412,274 23償還金、利 412,274財務省 ３４件 158,427

【本年度の特徴】子及び割引 郵便貯金・簡易生命保険管理機構

・総償還件数　１２３件料 　１０件 51,806

地方公共団体金融機構　５７件 98,553

15

川口信用金

工

庫 １件 2,000

事請

前年度債 ９

負

件 45,878

3

費

．公債費

339,400

19負担金、補 7,222

(

助及び交付

第1

金

款

( 1)管き

)

ょ等新設改良事業 （産

公

業建設課） 　公共下水

共

道施設の管きょ等整備

下水

371,

道

322 150,118

費

221,204 128

(

,000 232,00

第

0 10,628 694

2

13委託料 24,58

項

0管渠実施設計業務委

)

託 13,500

【本年

下

度の特徴】国庫支出金

水

分担金及び

道新

家屋等事前調査業務委

設

託 1,200

・管きょ

改

布設工事負担金128

良

,000

費

公

（

共下水道事業計画変更

単

認可業務

　　　　　　

位

（道仏土地区画整理地

：

内）2,342

千円

委託 9,880

）

・事業認可更新諸収入

本 

14使用料

年

及び 120下水道管き

 

ょ布設用地借上料 12

度

0

8,286

 の

賃借料

 財

15工事請負費 339

 

,400枝線布設工事

源

146,700

 内

公共ます取付工事

 

4,000

訳 節

雨水排水路整備工事 1

目

82,400

(事

舗装復旧工事費 6,

業

300

)

1

本

9負担金、補 7,22

年

2支障水道管切廻し工

度

事負担金 1,050

前年

助及び交付 道

度

路本復旧費負担金 6,

比

160

較

金 水

特

洗便所等改造資金融資

 

あっせん

 

に

定

伴う利子補給補助金 1

 

2

 

計

財

371,322 150

 

,118 221,20

 

4 128,000 23

源

2,000 10,62

説

8 694

(第2款)流

　

域下水道費 (第1項)

　

下水道管理費

　　

1施設管理費 10

　

8,253 85,54

　

7 22,706 22,



　

000 5,000 0 5

概

,000   1 公共

　

下水事業特別会計予備

　

費 5,000

要

( 

一

1)公共下水事業特別

 

会計予備費 （産業建設

般

課） 　各事業において

 

対応できない支出の発

財

生等の不測の場合に備

 

える費用

源

5

区

,000 5,000 0

　

5,000

分 金

計 5,000 5

　

,000 0 5,000

額

5．予備費

国県支出金 地 方 債 そ の 他

公共下水道事業特別会計

－310－ －311－

武蔵野銀行 １２件 55,610

2利子 206,636 236,836 △30,200 39,43

(

1 167,205 23

第

償還金、利 206,6

3

36  1 利子償還

款

事業 206,636

)公

子及び割引

債費

料

(

( 1)利

第

子償還事業 （産業建設

1

課） 　下水道事業債の

項

利子償還

)公

206,636 236

債

,836 △30,20

費

0 39,431 167

（

,205 23償還金、

単

利 206,636財務

位

省 ４１件 96,99

：

3

【本年度の特徴】使

千

用料及び

円

子

）

及び割引 郵便貯金・簡

本

易生命保険管理機構

・

 

総償還数　１４３件手

年

数料

 

料 　１

度

０件 32,198

39

 

,430

の

地

 

方公共団体金融機構　

財

７０件 53,107

諸

 

収入

源

川口信

 

用金庫 １件 108

1

内 

前年度債 

訳

９件 17,751

節

目

武蔵野銀行 １

(

２件 6,110

事業

一時借入金利子 3

)

69

本年

計 618,910 1,

度

119,917 △50

前

1,007 39,43

年

1 579,479

(第

度

4款)諸支出金 (第1

比

項)繰出金

較 特

1一般会計繰出金 1

 

1 0 1 28繰出金 1 

 

 1 一般会計繰出事

定

業 1

 

( 1)一般

 

会計繰出事業 （産業建

財

設課） 　前年度決算剰

 

余金の一般会計への繰

 

出

し（科目設定）

源 説

1 1 0 1 28

　

繰出金 1一般会計繰出

　

金 1

繰越金

　　

【本年度の特徴】1

　　

・決算剰余金

　

の繰出し

　明 事

計 1 1

　

0 1

(第5款)予備費

　

(第1項)予備費

業　

1予備費 5,



給　　与　　費　　明　　細　　書

１　特別職

（単位　千円）

　※ 期末手当等は、通勤手当を含むものとする。

２　一般職

（１）　総　括 （単位　千円）

（単位　千円）

　※ 管理職手当等は、管理職員特別勤務手当を含むものとする。

1,972

3,985

689 4,174

勤勉手当

1,914

900

60

期末手当区　　分

665本　年　度

超過勤務手当

通勤手当住居手当

102

292

54

960 0

△ 54

152

140

0

102

102102

102

102

0

9

9

報　　酬

28,163

合　　計

4,574

4,103

102

給　　　　　　　　与　　　　　　　　費

102

計

15,325

給　　料 職員手当

24,1488,823

比　　　較

職 員 手 当 の

内　　　　　　訳

区　　分

前　年　度

本　年　度

前　年　度

比　　　較

4

△ 124

8,947

区　　分
職員数
（人）

比

較

議　員

その他 9

9計

職員数
（人）

給　　　　　　　　与　　　　　　　　費

102

510

△ 7

496

8

管理職手当等 地域手当

503

扶養手当

△ 24 △ 189 △ 58

共　済　費 備　　考

28,722

0

0

102

102

共　済　費 合　　計 備　　考
報　　酬 給　　料 期末手当等 計

町長等

0

議　員

その他

町長等

15,113

212

4前　年　度

比　　　較 0

本　年　度

前
年
度

計 0

区　　分

町長等

議　員

その他

本
年
度

計

102

504

24,060

88 471 559

－312－



（２）　給料の増減明細

千円 千円

給与改定に伴う 給料表改定における減額 改定率 ％

増減分

昇給に伴う 平均昇給間差額×現に 平均昇給率

増加分 在職する職員数×12月

(6,350円×4人×12月）

その他の 採用、退職、会計間の異 職員数の変動状況

増減分 動等による増減

採用、退職、会計間の異動

等状況

給 料

3

人2

4

4

採用等 退職等

人

22.1.2～
0

2.00 ％

現在、在職
する職員数

人
（見込） （見込）

0

21.1.2～
　　 22.1.1

2 305

説　　　　　明増　減　額 増減額の増減事由別内訳

212 1

区　　分

△ 29

△ 64

22年1月1日

21年1月1日

増　　減

人

人0

人

人2

△ 0.19

備　　　　　考

－313－



（３）　職員手当の増減明細

千円 千円 千円

給与改定に伴う 給与改定による手当額の 管理職手当

増減分 変更による減額 地域手当

住居手当

超過勤務手当

期末手当

勤勉手当

昇給に伴う 管理職手当

増加分 地域手当

超過勤務手当

期末手当

勤勉手当

その他の 採用、退職、会計間の異 管理職手当

増減分 動等による増減 地域手当

扶養手当

通勤手当

超過勤務手当

期末手当

勤勉手当

職 員 手 当

区　　分 増　減　額

△ 124

△ 1

△

109

△ 370

△ 141

37

△

備　　　　　　考

2

140

1

11

46

36

54

1

14

72

10

説　　　　　明

△

△

3

増減額の増減事由別内訳

1

307

△ 569

2 138

△

△

60

5

－314－



（４）　給料及び職員手当の支給状況

ア　職員一人あたりの給与

　※ 平均年齢の小数点以下は月数を示す。

イ　初任給

ウ　級別職員数

（級別の標準的な職務内容）

2級

42.11

平成21年1月1日
現　　　　　　　在

平均給料月額 323,075 円

平　均　年　齢

3級

4級

5級

4計

1

1

100.00

0 0.00

25.00

25.00

2

317,675

50.00

同額
円

円

同額
1級25号給 172,200

172,2001級25号給

区　　　　　　　　分 一般職員

平成22年1月1日
現　　　　　　　在

平均給料月額

平均給与月額 353,888 円

41.02 歳

一般職員

0 0.00

2 級 1 級

主　　任 主　　事

円
同額

国

円

級 5 級 4 級 3 級

職　　　務 課　　長 室　　長 主　　査

高校卒
本年度 144,500 円

144,500

1級 5号給

前年度 1級 5号給 円

平成22年1月1日

現　　　　　　　在

1級

円

140,1001級 5号給

1級 5号給 140,100

構成比（％）級 職員数（人）

本年度

178,800

178,8001級25号給

1級25号給

宮　　代　　町

平均給与月額 349,690 円

平　均　年　齢 歳

大学卒
前年度 円

円

区　　　　分

区　　　　分

同額

－315－



エ　昇給

オ　期末手当及び勤勉手当

カ　定年退職及び勧奨退職に係る退職手当

職 制 上 の 段 階 、 職 務 の
級 等 に よ る 加 算 措 置

備　考

有

有

有

そ の 他 の
加 算 措 置 等

59.28

埼玉県市町村総
合 事 務 組 合

定 年 前 早 期
退 職 特 例 措 置

定 年 前 早 期
退 職 特 例 措 置

59.28

59.2841.34

59.28

100 ％ 100 ％

4.15

4.50

4 人

100 ％

4

4

100

人

人

人

2.35

本
　
年
　
度

前
　
年
　
度

 職員数 （Ａ）

4 人

3

1.95

前　年　度

国の制度 1.95

2.15

区　分
20年勤続の者

（月分）
25年勤続の者

（月分）

41.34

区　　分

本　年　度

人

2.20

6月 （月分） 12月 （月分）

 比率　（Ｂ）／（Ａ）

支給期別支給率

国 30.55

宮代町 30.55

支給率計 （月分）

6号給

8号給

 号給数別内訳

人12号給

4号給

 昇給に係る職員数 （Ｂ）

6号給

8号給

％

4 人 4

1 人

人

4

35年勤続の者
（月分）

2.20 4.15

最高限度
（月分）

4号給

 昇給に係る職員数 （Ｂ）

人3

4

人

一般職員

代表的な職種
区　　　分

 比率　（Ｂ）／（Ａ）

合　　計

4 人

人4 職員数 （Ａ）

 号給数別内訳

2号給

－316－



キ　地域手当

ク　その他の手当

支 給 対 象 地 域

支 給 率

全　地　域

％3

通　勤　手　当 同

同

4 人

住　居　手　当 同

支 給 対 象 職 員 数

国 の 指 定 基 準 に
基 づ く 支 給 率

扶　養　手　当

区　　　分 国の制度との異同

3 ％

差異の内容

－317－



（過年度に係る分）

宮代町水洗便所等改造資 「宮代町水洗便所等改造
金融資あっせん制度に伴 資金融資あっせん要綱」
う利子補給及び損失補償 に基づき利子補給するこ
（平成21年度 ととなる金額及び損失の
　　　　　融資分） 補償

下 水 道 使 用 料 下 水 道 使 用 料 徴 収
徴 収 業 務 委 託 料 業 務 委 託 に 要 す る 額

（平成２２年度に係る分）

宮代町水洗便所等改造資 「宮代町水洗便所等改造
金融資あっせん制度に伴 資金融資あっせん要綱」
う利子補給及び損失補償 に基づき利子補給するこ
（平成22年度 ととなる金額及び損失の
　　　　　融資分） 補償

事         項
前年度末までの支出見込額

期        間 金  額
限    度    額

債 務 負 担 行 為 で 翌 年 以 降 に わ た る も

又 は 支 出 額 の 見 込 み 及 び 当 該 年 度

前年度末までの支出見込額
事         項 限    度    額

期        間 金  額

－318－



（単位：千円）

一般財源

平 成 22 年 度 か ら 限 度 額 限 度 額

平 成 25 年 度 ま で に 同 じ に 同 じ

限 度 額 限 度 額
に 同 じ に 同 じ

（単位：千円）

一般財源

平 成 22 年 度 か ら 限 度 額 限 度 額

平 成 26 年 度 ま で に 同 じ に 同 じ

のについての前年度末までの支出額

以降の支出予定額等に関する調書

当該年度以降の支出予定額

地方債期        間 金  額
国　県
支出金

平 成 22 年 度

国　県
支出金

地方債 その他

左   の   財   源   内   訳
特    定    財    源

その他

当該年度以降の支出予定額
左   の   財   源   内   訳

特    定    財    源

期        間 金  額

－319－



前 々 年 度 末 前 年 度 末

現 在 高 現 在 高 見 込 額

準　公　営　企　業　債 7,928,809 7,631,501

（１） 公 共 下 水 道 事 業 債 7,309,274 7,052,774

（２） 流 域 下 水 道 事 業 債 619,535　 578,727

合　　　　　　計 7,928,809 7,631,501

区　　　　　　分

地 方 債 の 前 々 年 度 末 に お け る

当 該 年 度 末 に お け る 現 在 高 の

－320－



（単位：千円）

当　該　年　度　中　増　減　見　込　み
当 該 年 度 末

当 該 年 度 中 当 該 年 度 中 元 金
現 在 高 見 込 額

起 債 見 込 額 償 還 見 込 額

254,900 412,274 7,474,127

232,000 365,684 6,919,090

22,900 46,590 555,037

254,900 412,274 7,474,127

現 在 高 並 び に 前 年 度 末 及 び

見 込 み に 関 す る 調 書

－321－




